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In brief 

近年、税務業務のトランスフォーメーション（標準化・効率化・システム化）はその必要に迫られています。

「属人化していて標準化・システム化できない」、「専門性が高く他の経理部員は関与できない」と思われてい

る分、税務業務の改善余地は大きいと考えられます。

本稿では、その背景とあるべき人員配置のイメージ、業務標準化の重要性について解説するとともに、主な

ソリューションの導入事例をご紹介します。

In detail 

1. 税務業務の効率化やシステム導入の背景

現在、企業が直面している日本の労働市場の人材不足と事業のグローバル展開に伴う税務業務の複雑化

は、日系企業の税務業務へ影響が出ています。

具体的には、税務業務は、少数の担当者が長年従事する専門的・属人的な業務ととらえられ、標準化、効

率化、システム化がまだまだ進んでおらず、その業務の変革が求められています。また、新型コロナウイル

ス（COVID‐19）といった異常事態下での業務継続性を確保する観点からも、業務の分担を前提とした標準

化やシステム化は在宅勤務などを想定した業務継続性の確保（BCP）の観点からも重要です。
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2. 税務業務のトランスフォーメーションとあるべき人員配置のイメージ 

 
日本における人手不足の状況下では、税務をはじめとする経理等のバックオフィス業務に人員を優先的に

配置することはもはや困難です。よって、業務を分担すること、効率化・システム化することで既存の税務専

門の人員が行う業務を高度化・高付加価値化することが必須となります。 
 

 
 
3. 税務業務のトランスフォーメーションにおける標準化の重要性 

業務の高度化・高付加価値化に向けた取り組みには、標準化による業務効率化やデジタルトランスフォーメ

ーションが重要となります。税務業務において標準化を進めるためには、継続的な作業の見直しとデータ化

を実施する必要があります。以下は、その取り組みのイメージです。 

 
4. 税務業務に対するソリューション例 

税務は、経理業務の中でも専門性が高く、経験ある税務スタッフの関与とその手作業が必要との先入観が

根強い一方、その分、トランスフォーメンションの余地が大きい分野です。しかしながら、その専門性・税務調

査への対応経験・厳密さから経理一般の業務コンサルタントは敬遠する分野とも言え、税務の実務経験が

ある税務専門家と業務・システムコンサルタントが協働して取り組む必要があります。 
 
私たちはこうした状況を踏まえて支援体制を整え、以下の例をはじめ数多くのソリューション提供を通じて企

業をご支援しています。 
 
例1) 固定資産や外国子会社合算税制に関連する別表作成の一部自動化による業務効率化 
例2) ETL（Extract, Transform and Load）ツールなどを使用して決算時の税計算業務の一部自動化に

よる決算時の業務負荷軽減 
例3) 税務申告書や移転価格文書作成のアウトソーシングによる業務標準化とマニュアル化支援 
例4) 税務業務から生じる情報のデータ化とマネジメントダッシュボードの作成支援 
 
 
 

税務リスク管理

• 税務リスク （二重課税、風評リスク、規制リスク、財務リス
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Ⅳ.
データ化

Ⅰ.

プロセスの
棚卸

• データの流れを整理し、一覧化、プロ
セスの繋がりを明確化する

• 各作業を5W1Hに整理しデータ化・自
動化するための「条件」を明確にする

• データの利用方法から作業を 「取得」、
「検証」、「出力」と区分する

• 各作業の「条件」から、データ化、自動化す
ることが有効か検討する

• 入出力形式の標準化とデータ化よる業務効
率化について実現性検証を繰り返し行う

• データは共通化を、自動化は簡易性、変更
への耐性を重視する

• 効率化のプロセス内に人に
よるチェックポイントを配置し、
プロセスの妥当性と変更時
の影響把握が可能な体制を
構築する

• 作業内容によっては税務の
専門知識がない者へ分担が
可能

Ⅱ.
作業区分

Ⅲ.
入出力形式の
標準化

•自動化による
業務効率化

•分担可能な
業務の切出

• 任意の「プロセス」、「作業区分」の作業を行い、「標準化」と「データ化」を繰り返し検討、実装することで真の効率化が実現され
る

• 一度にすべての作業をテクノロジに置き換えるわけではなく、現在の作業を部分的に効率化するための標準化、データ化を意
識し進め、プロセスや条件等の変更時の影響を把握できるよう、人による確認が可能な体制の構築が重要である

繰り
返し
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The takeaway 

 
税務領域における業務プロセスのデジタル化を推進することで、新たな価値創造につながると考えられます。 
今後、経理業務の効率化などの一環で税務業務のトランスフォーメーションをご検討の際は、各企業の課題

に合ったソリューションをご提案いたします。PwC 税理士法人が提供した過去の支援事例にご関心がありま

したら、その詳細をご紹介いたします。 
 
当法人では、税務専門家（税理士等）と業務システムコンサルタントが協働してソリューションを継続して提

供しています。私たちは、こうした取り組みが日本における社会的課題といえる働き方改革・業務の高付加

価値化の実現に役立つと考え使命感をもって取り組んでいます。 
 
 
Let’s talk 

 

より詳しい情報、または個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお

問い合わせください。 

PwC 税理士法人  
〒100-6015 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 5 号 霞が関ビル 15 階 
Email: pwcjapan.taxpr@jp.pwc.com 
www.pwc.com/jp/tax 
 
パートナー  
高島 淳 
 

パートナー  
白土 晴久 
 

シニアマネージャー 
深見 哲 

シニアマネージャー 
中原 拓也 
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